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〇「消費者教育の推進に関する基本的な方針」（令和５年３月、閣議決定）において、消費者が事業者に適切な意見を伝えることは、
事業者の提供する商品やサービスの改善を促すことにもつながるものであり、消費者市民社会の形成に資する行動である旨明記。

〇消費者向けの啓発チラシや啓発ポスターを、消費者教育ポータルサイトやSNS等を通じて周知。
〇令和５年度に従業員向け消費者教育研修プログラムを開発し、カスハラ関連の内容を記載。令和６年度は同プログラムを活用した研修

(講師派遣)を実施、令和７年度も実施予定。

（前回資料）カスタマーハラスメントに関わる消費者庁の取組

Ⅰ 消費者教育の推進の意義

１ 消費者を取り巻く現状と課題

（２）社会情勢の変化

（自然災害等の緊急時）

さらに、こうした緊急時に、消費者による従業員等への行き過ぎた言動が見られた

ことも踏まえると、消費者は適切な意見の伝え方を身に付けるとともに、事業者は

消費者の声を受け止め、両者が適切なコミュニケーションをとることで信頼関係が

失われることを防ぐ観点も必要である 。

2 消費者教育の推進の必要性

（２）「消費者市民社会」の意義

事業者に適切に意見を伝えることは、事業者の提供する商品やサービスの改善

を促すことにつながり得る。こうした行動は、消費者市民社会の一員としての行動と

いうことができる。

（略）

消費者と事業者が従来の取引等において相対する関係から、共通の目標の実現

に向けて共創・協働するパートナーとしての関係へと高めていくことが重要である。

Ⅲ 消費者教育の推進の内容に関する事項

2 消費者教育の人材（担い手）の育成・活用

（７）自ら学び行動する消費者

社会のデジタル化の進展により、取引や情報発信の枠組みが大きく変革する中で、

フリマアプリのように消費者が販売者になったり、SNSやウェブサイトへの書き込み等の

情報提供を行ったりする際には、他の消費者へ被害を与えることのないよう、情報リテ

ラシーや情報モラルの重要性についての意識を高め、十分注意をする必要がある。事

業者に対する消費者の不適当な言動が問題とされる例も多い。また、消費者が持

続可能な社会の形成に向けた情報等を主体的に広く発信することも可能になってい

る。公正で健全な市場への参加者という自覚を育成していくことも必要である。

消費者教育推進基本方針（抜粋） 消費者教育ポータルサイト、SNS等での周知 

従業員向け消費者教育研修プログラムの活用

○従業員向け消費者教育研修プログラム「消費生活のキホン」を
活用した講師派遣を実施

○消費者・消費者教育の担い手向けに啓発資料等を周知



⚫ カスタマーハラスメント防止のための啓発冊子『ぼのぼのと考えよう カスハラってなんのこと？』を公表（令和7年４月11日）。

⚫ 「カスタマーハラスメント防止のための消費者向け普及・啓発活動」のウェブページを作成し、啓発資料等を周知。

⚫ 都道府県・政令市の消費者行政部局に、啓発冊子の活用とウェブサイト等での消費者向け普及・啓発を依頼。

カスタマーハラスメント対策に係る消費者庁の取組①

啓発冊子の作成

（冊子の内容） カスハラを知らない「ぼのぼの」たちが、消費者（お客）と従業員（お店）の双方の視点から考えていくストーリー。
カスハラが生じる背景にある、消費者と事業者（従業員）双方の確認識不足や勘違いによるヒートアップを防ぎ、「お互いさま」 の気持ちを持てるよう、

                  消費者等に向けたメッセージを届けている。 「上手な意見の伝え方チェックリスト」も掲載。

（配布の状況） 都道府県・市町村の消費者行政部局、消費者団体のほか、関係省庁連携会議参加省庁を通じて業界団体等にも配布。
約６万部の冊子を送付（2025年7月現在）。 配布先では、社内研修や出前講座、窓口での配布等に利用。

消費者庁ウェブサイトでの周知・啓発



● 第５期消費者基本計画（令和７年３月18 日閣議決定）において、カスタマーハラスメント対策に関する施策を記載。

● 令和７年度予算事業として、カスタマーハラスメントに係る消費者の意識調査による実態把握、教材等による普及啓発を実施。

カスタマーハラスメント対策に係る消費者庁の取組②

第５期消費者基本計画（抜粋） 令和７年度予算事業

第２章 本計画における消費者政策の基本的な方向性と目指すべき社会の姿

１．本計画における消費者政策の基本的な方向性～求められるパラダイムシフト～
（２）全ての世代における消費者力の実践

④ カスタマーハラスメント対策
消費者が、消費者市民社会の一員として事業者に適切に意見を伝えることは、事業者が

提供する商品・サービスの改善を促すことにつながり、特に、事業者の問題行動等に対する申
入れは、消費者の正当な権利の行使である。
他方で、消費者からの従業員等に対する暴行、脅迫、ひどい暴言、不当な要求等の著しい

迷惑行為（以下「カスタマーハラスメント」という。）が問題となっている。カスタマーハラスメントは、
従業員等に精神的な苦痛をはじめ、時間や金銭等多大な損害を招き、その就業環境を害する
行為である。消費者が正当な意見を伝える適切な方法を習得することで、消費者の声は事
業者に受け止められ、消費者と事業者双方の信頼関係が構築され、持続可能な消費の基
礎となる。また、事業主及び労働者においては、自身も一消費者であることを踏まえ、職域での
消費者教育などを通じて、申入れをする消費者の立場の理解につなげることが有用である。

（本計画期間中の目標）
・ 消費者は、事業者への正当な意見を申し入れる適切な方法を習得し、事業者はその申入
れの声を受け止める関係が定着する。

（2040年に向けた目標）
・ 消費者と事業者の双方のコミュニケーションが円滑に図られ、カスタマーハラスメントが生じない
持続可能な消費活動が推進される。

第４章 消費者政策における基本的な施策
１．消費生活を取り巻く現状の課題への対応
（４）より良い社会の実現と国際協調への貢献への対応

（カスタマーハラスメント対策）
カスタマーハラスメント対策について、消費者が適切な意見の伝え方を身に付ける観点から、

消費者の実態を把握し、効果的な啓発方法を検討しながら、消費者の権利と責任の正しい
理解や消費者市民社会の一員としての行動（自立した責任ある行動を通して社会的な役割
を果たしていくこと）について認識を促す教育・啓発を図る。また、事業主の雇用管理上の措置
義務の創設等の事業主による労働者保護のための対策の強化についても検討する。

■消費者の意識調査による実態把握

・ カスタマーハラスメント（顧客等の著しい迷惑行為）に係る消費者の意識

（心理、行動）に関する調査を実施。

・ カスタマーハラスメントや類似行為の防止の啓発に関する調査を実施。

■実態を踏まえた消費者向け啓発資料・教材の作成

・ 消費者の意識調査の結果を参考に、対象や場に応じた消費者向け啓発

資料・教材（チェックリスト等）を検討。

・ 啓発資料・教材の作成にあたり、検討会の開催、試行、ヒアリングを実施

・ 報告書及び啓発資料・教材の取りまとめ。

■期待される効果

・ 企業・業界団体等による注意喚起や対策では難しい消費者（顧客）

  向け啓発・教育の手法を明らかにすることにより、責任ある消費者の育成、

カスタマーハラスメントの減少・未然防止が期待される。

・ 啓発資料や教材を用いた出前講座やイベントの開催により、学校・地域・

職域などで、消費者が「適切な意見の伝え方」を学ぶことができる。

・ 「適切な意見の伝え方」を身に付けることによって、自立した消費者が育成

され、カスタマーハラスメントが生じる機会が減ることが期待される。
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